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【３．事業継続性を見据えた人事マネジメントの適正管理を】

職員の構成割合

＜勤続年数×雇用形態＞ ＜年齢×雇用形態＞
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職員の構成割合（勤続年数×年齢）

＜正規_男性＞ ＜非正規_男性＞

＜正規_女性＞ ＜非正規_女性＞
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退職者の状況

人数 回答施設 人数 回答施設

1年未満 1.00 2 1.56 9

1～2年未満 1.00 1 1.14 7

2～3年未満 1.00 2 1.25 4

3～4年未満 1.00 1 1.00 2

4～5年未満 2.00 2 1.00 2

5～10年未満 1.00 1 1.25 4

10年以上 1.00 3 1.00 3

合計 8.00 - 8.20 -

正規 非正規
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資格別非正規職員の時給
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賃金詳細分析
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賃金詳細分析

金額（円） 時間
１回あたり
手当（円）

年間総額
（円）

本給相当
月数

H29 225,340 88,609 28,446 15.17 1,876 11,689 35,922 37,767 313,949 4,654,707

H30 230,647 83,548 30,893 16.12 1,917 11,242 29,084 35,344 314,195 4,657,656

H29 212,933 75,597 16,404 8.83 1,857 10,235 33,242 29,593 288,530 4,206,044

H30 223,053 75,914 26,478 14.03 1,888 9,529 28,251 30,593 298,967 4,331,292

H29 206,440 73,295 17,639 10.25 1,721 10,857 33,282 30,017 279,735 4,056,711

H30 211,789 65,221 18,821 10.59 1,777 9,643 31,931 24,779 277,011 4,024,015

H29 193,568 59,130 15,248 8.81 1,730 9,400 26,819 16,750 252,698 3,596,058

H30 197,426 65,729 22,145 12.96 1,709 7,727 27,297 17,279 263,155 3,721,539

H29 181,736 56,662 11,182 7.19 1,554 10,125 26,258 17,486 238,398 3,517,265

H30 189,048 57,877 15,294 9.17 1,668 9,250 25,858 16,800 246,925 3,619,589

H29 189,700 40,305 5,226 3.17 1,650 12,500 20,270 14,875 230,005 3,265,581

H30 191,120 49,442 7,622 4.60 1,657 12,500 27,900 14,500 240,562 3,392,265

H29 170,500 78,012 4,612 2.50 1,845 10,000 46,400 17,000 248,512 2,982,144

H30 170,500 73,686 2,286 1.25 1,829 8,000 46,400 17,000 244,186 2,930,232

介護⑤ 41.00 1,420 505,516 2.66

介護⑥ 39.00 0 0 0.006.17

3.18

介護③ 40.67 3,857 563,683 2.91

介護④ 37.60 7,312 656,489 3.614.34

4.93

介護① 48.36 10,121 743,689 3.49

介護② 43.95 5,349 699,888 3.398.63

11.50

年額（円）
（月給×12）+一時金

生活相談員 45.72 5,307 887,320 3.94

勤続年数
（年）

3.81

時間外手当
資格手当
（円）

処遇改善
加算相当
額（円）

その他手
当（円）

H29_一時金
月給（円）

（本給+諸手当）
全体

年齢
（歳）

本給（円）

昇給額
（H30-
H29）
（円）

諸手当
（合計）
（円）
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人手（マンパワー）だけの限界（生産性指標）

人件費1,000,000円

職員5名

200,000円

人件費1,000,000円

職員10名

100,000円

生産性指標（職員一人当たりサービス活動収益・給与費等）を高めるためには、
人手（マンパワー）に頼らない業務プロセスの転換を”本気”で考える必要がある。

人手（マンパワー）
に頼らない投資と
工夫が必要
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社会福祉を揺るがす大事態（倒産する時代）
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賃金の分布（職員一人当たり支給額×労働分配率）

＜生活相談員＞

・月給 ・年収
（本給+手当） （（基本給+手当）×12か月）+一時金）

※職員一人当たり支給額は調査票「2か年の給与などの状況」より
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賃金の分布（職員一人当たり支給額×労働分配率）

＜介護職員＞

・月給 ・年収
（本給+手当） （（基本給+手当）×12か月）+一時金）

※職員一人当たり支給額は調査票「2か年の給与などの状況」より
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🎯押さえておきたい算出式：職員一人当たり給与費

人件費
福利

厚生費

常勤

換算

職員数

職員一人

当たり

給与費

【賃金水準×職員人数】
・賃金水準の適正化
（人事考課制度等による

昇給や賃金水準の管理）
・職員人数の適正化
（職員の能力開発、

マンパワーに頼らない
業務プロセスへの転換）

【常勤換算職員数の適正化】
・介護職と間接人員の適正化
（介護補助員の受け入れと

RPA（Robotic Process Automation）
やICT化による間接人員の削減）

・非正規職員の戦力化
（最低賃金の上昇と能力開発）

職員人数に影響
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🎯押さえておきたい算出式：労働生産性、労働分配率

職員一人

当たり

給与費

労働

生産性

労働

分配率

サービス

活動

収益

事業費

業務委託

減価償却費

国庫補助金

常勤

換算

職員数

労働

生産性

労働による成果（付加価値）
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🎯押さえておきたい経営指標：人件費率、労働分配率

経営指標 経営管理上のポイント（違い）

人件費率

人件費
サービス活動収益計

サービス活動収益計に占める人件費の割合。
サービス活動収益計に占める事業を行う上で必要な費用
を加味せず算出しているため、人件費率だけでは、経営
状況は分からない（あくまでも目安）。
人件費率を下げるためには、サービス活動収益計を増や
す、人件費（賃金水準×職員人数）を抑制する等が挙げ
られる。

労働分配率

職員一人給与費
労働生産性

（付加価値）

付加価値に占める人件費の割合。
労働生産性（付加価値額）のうち、どのくらい人件費に
分配しているかを表している。
労働集約型の介護・福祉業界では高水準。
労働分配率を下げるためには、サービス活動収益計を増
やす、事業を行う上で必要な費用を抑制する、職員人数
を適正化する等が挙げられる。

※本調査では、労働生産性、労働分配率は職員一人当たり／月額を算出しているため、常勤換算職員数
（非財務データ）が必要になる。
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３．”未来志向型”で捉える今後の業界動向

平成30年度介護保険制度改正を読む

・自立支援・重度化防止
・ADL・IADLの向上
（生きがいづくり、在宅生活の継続）

・要介護者は従量課金
・要支援者はサブスクリプション

・デイサービスは高齢者だけの
社会資源ではなくなる

地域の通いの場・生きがいづくり拠点
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